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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第２四半期連結
累計期間

第10期
第２四半期連結

累計期間
第９期

会計期間

自平成27年
４月１日

至平成27年
９月30日

自平成28年
４月１日

至平成28年
９月30日

自平成27年
４月１日

至平成28年
３月31日

売上高 （百万円） 17,126 17,228 36,896

経常利益 （百万円） 608 486 2,360

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 289 209 1,444

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 236 170 1,363

純資産額 （百万円） 7,780 8,608 8,716

総資産額 （百万円） 16,185 16,904 17,800

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 11.42 8.26 56.94

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 47.6 50.8 48.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △320 611 1,812

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △508 △278 △875

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △520 △568 △1,111

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 3,439 4,361 4,609
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回次
第９期

第２四半期連結
会計期間

第10期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成27年
７月１日

至平成27年
９月30日

自平成28年
７月１日

至平成28年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.23 10.54

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第９期第２四半期連結累計期間について

は潜在株式が存在しないため記載しておりません。第９期および第10期第２四半期連結累計期間については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は当第２四半期連結会計期間より株式給付信託および従業員向け株式給付信託を導入しており、株主資

本において自己株式として計上されている株式給付信託および従業員向け株式給付信託に残存する自社の株式

は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、海外経済の不確実性の高まりや金融資本市場の変動などの影

響により一部に弱さがみられるものの、景気は緩やかな回復基調が続いています。

情報サービス業界では、マイナス金利政策の影響から金融機関におけるIT投資は縮小・抑制されるものの、ITの

利活用が様々なビジネスの現場において企業の収益性向上に欠かせないものとなるなか、AIやIoTなど目まぐるし

い技術の進化を背景として、戦略的分野を中心に企業のIT投資は引き続き好調に推移しております。一方、こう

したビジネスを脅かすサイバー攻撃は、標的型攻撃に代表されるようにますます巧妙かつ複雑化の一途をたど

り、もはや企業にとっては重要な経営課題として認知されるとともに、その防衛策としてセキュリティへの投資

も拡大しております。

このような状況のなか、次なる飛躍のための中期経営計画『TRY 2021 ステージ 1』の２期目である当期は、成

長に向けて当社を大きく変える好機と捉え、引き続き人材への投資と新規事業の立ち上げに取り組んでおりま

す。また、KDDI株式会社の「グローバルITガバナンスソリューション」へのセキュリティサービスの提供による

協業や、アイビーシー株式会社とアプリケーションパフォーマンス管理での販売協業など、ビジネスの強化・拡

充に努めてまいりました。

当第２四半期連結累計期間の売上高は、システムインテグレーションサービス事業（ＳＩＳ事業）は減少したも

のの、セキュリティソリューションサービス事業（ＳＳＳ事業）が引き続き好調に推移し、172億28百万円（前年

同期比0.6％増）となりました。利益面では、積極的な新卒採用など労務費の増加により、営業利益は５億45百万

円（同17.4％減）、経常利益は持分法による投資損失の影響もあり４億86百万円（同19.9％減）となりました

が、ＳＳＳ事業の収益が寄与し、いずれも所期の計画は上回りました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、

２億９百万円（同27.7％減）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①セキュリティソリューションサービス事業（ＳＳＳ事業）

セキュリティコンサルティングサービスは、経済産業省の「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」に準じ、

整備が求められるサイバーセキュリティ事故対応チーム「CSIRT」の構築支援、体験型インシデントレスポンス教

育（演習）など引き続き旺盛なセキュリティ対策ニーズを背景に、ＳＩＳ事業からの要員シフトや戦略パートナー

との協業による受注体制の強化に加え、製品活用によるサービス対応領域の拡大や効率化などにより、売上高は10

億45百万円（前年同期比22.2％増）となりました。

セキュリティ診断サービスは、競争が激化するなか、多様化する顧客ニーズに対応できる受注体制の強化に加

え、総合的な診断力を生かした大手企業向け提案活動により、疑似的な標的型メール攻撃による体験学習型の教育

プログラム「ITセキュリティ予防接種」も含め受注が堅調に推移し、売上高は５億80百万円（同3.9％増）となり

ました。

セキュリティ運用監視サービスは、侵入されることを前提としたサイバー攻撃対策へのニーズを背景に、悪質か

つ巧妙化するサイバー攻撃に対し、高度かつ広範囲な対策を必要とする顧客向け高付加価値サービスの受注に加

え、情報漏えいチェックサービスの受注が堅調に推移し、売上高は15億44百万円（同7.4％増）となりました。

セキュリティ製品販売は、特定のネットワークやコンピュータへ大量の通信を意図的に送ることで機能を停止さ

せるDDos攻撃をはじめ、悪質かつ巧妙化するサイバー攻撃に対応する高度な機能を備えた最先端製品や、自社開発

のセキュリティ監視エンジン「LAC Falcon®（ラック ファルコン）」の販売などにより、売上高は９億12百万円

（同123.4％増）となりました。

セキュリティ保守サービスは、既存案件の更新需要に加え、新規案件の増加により、売上高は５億４百万円（同

23.2％増）となりました。

この結果、ＳＳＳ事業の売上高は45億86百万円（同25.0％増）となりました。
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②システムインテグレーションサービス事業（ＳＩＳ事業）

開発サービスは、前年同期にあったメガバンク向け特需や公共向け大型案件の反動減が想定されるなか、新規顧

客からの大型案件獲得に注力しましたが、マイナス金利政策の影響から、好調であった金融機関においてIT投資を

縮小、抑制する動きが顕著になり、主力の金融業向け案件が減少しました。人材派遣業やカード業、旅行業向けな

ど既存顧客からの継続案件が好調に推移したものの、この減少を補えず、売上高は68億32百万円（前年同期比

8.7％減）となりました。

ＨＷ／ＳＷ販売は、クラウドサービスの活用など、お客様のIT投資に対する選択肢の多様化を背景に、案件の減

少や小型化が進むなか、開発サービス同様、マイナス金利政策の影響による金融機関向け案件の減少もあり、売上

高は17億23百万円（同21.1％減）となりました。

ＩＴ保守サービスは、前期のＨＷ／ＳＷ販売が堅調だったことに加え、金融機関の営業店舗向け機器更改案件が

寄与し、売上高は34億56百万円（同5.2％増）となりました。

ソリューションサービスは、アプリケーションパフォーマンス管理の販売において、顧客ニーズの高まりを受け

堅調に推移するとともに、販売加速に向けパートナーを含めた体制整備に注力しました。また、自治体向けシステ

ム更新案件などの受注も堅調に推移し、売上高は６億28百万円（同24.3％増）となりました。

この結果、ＳＩＳ事業の売上高は126億41百万円（同6.1％減）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、43億61百万円となり、

前連結会計年度末と比較して２億47百万円の減少となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、６億11百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益４億86百万

円に減価償却費３億33百万円、のれん償却額２億66百万円、法人税等の支払額４億３百万円、売上債権の減少額10

億96百万円、たな卸資産の増加額２億63百万円、その他の流動資産（主に前払費用）の増加額６億80百万円等を反

映したものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、２億78百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出１億36

百万円、ソフトウエアの取得による支出96百万円等を反映したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、５億68百万円となりました。これは主に長期借入金の返済による支出２億67百

万円、配当金の支払額２億77百万円等を反映したものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億61百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,683,120 26,683,120

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 26,683,120 26,683,120 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 26,683,120 － 1,000 － 250
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（６）【大株主の状況】

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式
数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社コスモス 東京都千代田区飯田橋３丁目１０―１０ 6,889 25.82

ＫＤＤＩ株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目３－２ 1,414 5.29

ラック従業員持株会 東京都千代田区平河町２丁目１６－１ 878 3.29

株式会社ラック 東京都千代田区平河町２丁目１６－１ 832 3.11

三柴 照和 千葉県船橋市 800 2.99

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１－３ 595 2.23

株式会社ベネッセホールディングス 岡山県岡山市北区南方３丁目７－１７ 500 1.87

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 481 1.80

資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 479 1.79

株式会社ユーシン 東京都港区芝大門１丁目１－３０ 398 1.49

計 ― 13,269 49.73

（注）株式給付信託および従業員向け株式給付信託の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が

所有する株式479千株（1.79％）については、四半期連結財務諸表においては自己株式として表示しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 832,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,719,900 257,199 －

単元未満株式 普通株式 130,720 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 26,683,120 － －

総株主の議決権 － 257,199 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株（議決権の数11個）、株

式給付信託が保有する当社株式159,700株（議決権の数1,597個）および従業員向け株式給付信託が保有する

当社株式319,400株（議決権の数3,194個）が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ラック
東京都千代田区平河町

２丁目16－１
832,500 － 832,500 3.11

計 － 832,500 － 832,500 3.11

（注）株式給付信託が保有する当社株式159,700株（0.59％）および従業員向け株式給付信託が保有する当社株式319,400

株（1.19％)は、上記自己株式に含めておりません。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人アヴァンティアによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,609,908 4,361,986

受取手形及び売掛金 5,306,035 4,204,711

商品 247,105 224,532

仕掛品 148,504 433,061

前払費用 2,174,189 2,705,745

繰延税金資産 208,717 106,456

その他 187,630 343,218

流動資産合計 12,882,090 12,379,712

固定資産

有形固定資産 1,233,657 1,236,567

無形固定資産

のれん 1,375,865 1,109,813

その他 911,931 816,629

無形固定資産合計 2,287,796 1,926,443

投資その他の資産

繰延税金資産 76,533 55,013

その他 1,320,670 1,306,995

投資その他の資産合計 1,397,203 1,362,009

固定資産合計 4,918,657 4,525,019

資産合計 17,800,747 16,904,732

負債の部

流動負債

買掛金 2,403,187 2,254,917

1年内返済予定の長期借入金 534,202 534,202

未払法人税等 414,270 195,886

前受収益 2,743,622 3,075,251

賞与引当金 107,754 139,649

受注損失引当金 35,894 16,939

その他 1,593,466 994,997

流動負債合計 7,832,397 7,211,842

固定負債

長期借入金 1,065,798 816,697

退職給付に係る負債 11,621 6,865

従業員株式給付引当金 － 21,346

その他 174,419 239,823

固定負債合計 1,251,839 1,084,733

負債合計 9,084,237 8,296,576
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金 3,537,180 3,863,516

利益剰余金 4,447,572 4,378,167

自己株式 △338,277 △664,608

株主資本合計 8,646,475 8,577,076

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,288 399

為替換算調整勘定 18,136 3,588

その他の包括利益累計額合計 22,424 3,988

新株予約権 200 200

非支配株主持分 47,409 26,891

純資産合計 8,716,510 8,608,155

負債純資産合計 17,800,747 16,904,732
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

売上高 17,126,579 17,228,536

売上原価 13,740,846 13,647,591

売上総利益 3,385,732 3,580,944

販売費及び一般管理費 ※2,725,305 ※3,035,652

営業利益 660,426 545,292

営業外収益

受取利息 615 631

受取配当金 1,547 －

保険配当金 2,386 2,635

その他 5,180 5,401

営業外収益合計 9,729 8,669

営業外費用

支払利息 9,275 5,433

支払手数料 19,545 15,304

持分法による投資損失 23,877 35,834

その他 9,431 10,404

営業外費用合計 62,130 66,977

経常利益 608,025 486,984

特別利益

投資有価証券売却益 23,796 －

その他 240 －

特別利益合計 24,037 －

特別損失

固定資産除却損 291 217

特別損失合計 291 217

税金等調整前四半期純利益 631,771 486,767

法人税、住民税及び事業税 121,434 170,886

法人税等調整額 241,508 126,717

法人税等合計 362,942 297,604

四半期純利益 268,828 189,163

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △21,007 △20,518

親会社株主に帰属する四半期純利益 289,836 209,681
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

四半期純利益 268,828 189,163

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △16,248 △3,888

為替換算調整勘定 △15,648 △14,548

その他の包括利益合計 △31,896 △18,436

四半期包括利益 236,932 170,726

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 258,878 191,244

非支配株主に係る四半期包括利益 △21,946 △20,518
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 631,771 486,767

減価償却費 343,154 333,954

のれん償却額 247,739 266,051

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,851 △2,097

賞与引当金の増減額（△は減少） 19,764 31,894

受注損失引当金の増減額（△は減少） △770 △18,955

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 6,940 △4,756

従業員株式給付引当金の増減額（△は減少） － 21,346

受取利息及び受取配当金 △2,162 △631

持分法による投資損益（△は益） 23,877 35,834

支払利息 9,275 5,433

投資有価証券売却損益（△は益） △23,796 －

投資事業組合運用損益（△は益） 1,911 5,103

固定資産除却損 291 217

売上債権の増減額（△は増加） 604,399 1,096,004

たな卸資産の増減額（△は増加） △455,026 △263,179

その他の流動資産の増減額（△は増加） △204,386 △680,866

仕入債務の増減額（△は減少） 317,386 △145,057

未払消費税等の増減額（△は減少） △464,077 △110,787

その他の流動負債の増減額（△は減少） △665,318 △61,107

その他 130,163 24,707

小計 513,286 1,019,878

利息及び配当金の受取額 2,162 631

利息の支払額 △10,705 △5,384

法人税等の支払額 △825,679 △403,339

営業活動によるキャッシュ・フロー △320,936 611,787
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △217,425 △136,623

有形固定資産の売却による収入 45,129 260

ソフトウエアの取得による支出 △80,946 △96,712

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△305,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
14,526 －

関係会社株式の取得による支出 △87,000 －

投資有価証券の取得による支出 － △55,000

投資有価証券の売却による収入 148,162 －

出資金の分配による収入 － 9,928

貸付けによる支出 △320 △512

貸付金の回収による収入 30 300

敷金及び保証金の差入による支出 △25,815 △672

敷金及び保証金の回収による収入 557 791

投資活動によるキャッシュ・フロー △508,101 △278,239

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △36,889 △42,370

短期借入金の純増減額（△は減少） 800,000 －

長期借入れによる収入 － 18,000

長期借入金の返済による支出 △878,000 △267,101

自己株式の売却による収入 234 ※２449,928

自己株式の取得による支出 △2,868 ※２△449,922

配当金の支払額 △279,480 △277,512

非支配株主への配当金の支払額 △278 －

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△122,891 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △520,173 △568,978

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14,537 △12,490

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,363,748 △247,921

現金及び現金同等物の期首残高 4,803,379 4,609,908

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１3,439,631 ※１4,361,986
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

１．株式給付信託

当社は、平成28年６月21日開催の第９回定時株主総会決議に基づき、平成28年９月29日より、当社の取締役（社

外取締役は除きます。）に対する新たな株式報酬制度「株式給付信託」（以下、「本制度」といいます。）を導入

しております。

(1）取引の概要

株式給付信託は、予め当社が定めた役員株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした取締役（社外取締役を

除きます。）に対し当社株式等を給付する仕組みです。

当社は、取締役に対し役員株式給付規程に基づき定まる数のポイントを付与し、一定の条件により受給権を取

得した時に当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付します。取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、

原則として取締役の退任時となります。取締役に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将

来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。株式給付信託の導入により、取締役に対して中

長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることが期待されます。

企業会計基準委員会が公表した「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を参考に取締役に対しても同取扱いを読み替えて適用し、本制

度に関する会計処理としては、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として貸借対照表に計上する総額法を

適用しております。

(2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当第２四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

149,958千円及び159,700株であります。

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。
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２．従業員向け株式給付信託

当社は、平成28年６月21日開催の取締役会決議に基づき、平成28年９月29日より、当社の従業員に対して自社の

株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

(1）取引の概要

従業員向け株式給付信託は、予め当社が定めた従業員株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員に

対し、当社株式等を給付する仕組みです。

当社は、従業員に対しポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当

する当社株式等を給付します。従業員が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として退職時となります。従業

員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理

するものとします。従業員向け株式給付信託の導入により、従業員の株価および業績向上への意欲や士気が高ま

ることが期待されます。

企業会計基準委員会が公表した「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を適用し、本制度に関する会計処理としては、信託の資産及び

負債を企業の資産及び負債として貸借対照表に計上する総額法を適用しております。

(2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当第２四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

299,916千円及び319,400株であります。

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

当社及び株式会社アクシスにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行21行（前連結会計年度

は21行）と当座貸越契約および貸出コミットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行

残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額
8,970,000千円 8,970,000千円

借入実行残高 － －

差引額 8,970,000 8,970,000

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

給料手当及び賞与 1,154,532千円 1,321,022千円

退職給付費用 49,551 55,356

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 3,439,631千円 4,361,986千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 3,439,631 4,361,986

※２ 「追加情報」に記載のとおり、株式給付信託及び従業員向け株式給付信託の導入に伴う自己株式の売却に

よる収入ならびに、同制度の導入に伴う当社株式の取得による支出を含んでおります。
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日

定時株主総会
普通株式 279,108 11.00 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月４日

取締役会
普通株式 177,601 7.00 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月21日

定時株主総会
普通株式 279,086 11.00 平成28年３月31日 平成28年６月22日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月４日

取締役会
普通株式 206,804 8.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

（注）平成28年11月４日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託及び従業員向け株式給付信託の信託財産と

して資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する自社の株式に対する配当金3,832千円が含まれて

おります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

セキュリティソ

リューションサ

ービス事業

システムインテ

グレーションサ

ービス事業

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

売上高

外部顧客への売上高 3,670,173 13,456,405 17,126,579 － 17,126,579

セグメント間の内部

売上高又は振替高
507 156,592 157,099 △157,099 －

計 3,670,680 13,612,997 17,283,678 △157,099 17,126,579

セグメント利益 681,012 1,056,566 1,737,578 △1,077,152 660,426

（注）１．セグメント利益の調整額△1,077,152千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

セキュリティソ

リューションサ

ービス事業

システムインテ

グレーションサ

ービス事業

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

売上高

外部顧客への売上高 4,586,961 12,641,574 17,228,536 － 17,228,536

セグメント間の内部

売上高又は振替高
721 186,046 186,768 △186,768 －

計 4,587,683 12,827,621 17,415,305 △186,768 17,228,536

セグメント利益 742,592 972,283 1,714,875 △1,169,582 545,292

（注）１．セグメント利益の調整額△1,169,582千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成28年９月30日）

金融商品に係る四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあ

りません。

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成28年９月30日）

記載すべき重要な事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成28年９月30日）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 11円42銭 8円26銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
289,836 209,681

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（千円）
289,836 209,681

普通株式の期中平均株式数（千株） 25,372 25,371

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結累計期間については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。当第２四半期連結累計期間については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

２ 株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託及び従業員向け株式給付信託に残存する自社の

株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。当第２四半期連結累計期間における１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株

式数は、株式給付信託は1,745株であり、従業員向け株式給付信託は3,490株であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成28年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額 普通株式 206,804千円

(ロ）１株当たりの金額 普通株式 ８円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 普通株式 平成28年12月５日

（注）１．平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．平成28年11月４日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託及び従業員向け株式給付信託の信託

財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する自社の株式に対する配当金3,832千

円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年11月10日

株式会社ラック

取締役会 御中

監査法人アヴァンティア

代表社員
業務執行社員

公認会計士 小笠原 直 印

業務執行社員 公認会計士 相馬 裕晃 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ラック

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成28

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ラック及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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